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イランに対するEUの制裁措置－2012年3月23日付EU理事会規則267/2012－

よくあるご質問(FAQs)－2012年8月14日発行
背景

2012年1月23日に、EU外相理事会はイラン政府による核開発の促進を助長する可能性のある取引を制限すべく更なる制裁措置を決定しました。特にEU外相理事会は、原油、石油製品、石油化学製品の売買及び輸送を禁止する措置を制定しました。これらの制裁措置はイランに関するEU理事会決議2012/35に規定されました。本年3月23日にEU外相理事会は、上記EU理事会決議の規定を実施し従前のEU理事会規則2010/961を改定するEU理事会規則267/2012を採択しました。国際P&Iグループ(IG)は、規則の解釈と適用について英国財務省(Treasury)及び英国ビジネス・イノヴェーション・技能省(BIS)と協議を続けています。
今回のFAQsは、本年2月8日及び3月27日付発行のFAQsとあわせてお読み頂くものですが、重複する部分については今回のFAQsが優先します。FAQsでは以下の最新問題を扱っています。
・EU理事会規則267/2012の法的効力
・猶予期間の終了
・船主への影響。制裁は船主及び用船者双方に適用される可能性があるので、ここで言う船主には用船者も含みます。

・クラブカバーへの影響

なお、FAQsではEU理事会規則267/2012の影響のみを扱っており、イランとの取引及び当該取引への保険並びに再保険の提供に影響する可能性のあるその他の国内もしくは国際規則については扱っていませんのでご注意下さい。

1． EU理事会規則の法的効力はどういうものでしょうか？

規則は本年3月24日に施行され、規則に摂取されることでEU理事会決議2012/35が効力を有します。また、従前のEU理事会規則961/2010が廃止され、今回の規則が取って代わることになります。イラン産原油、石油製品、石油化学製品の船積み及びそれに対する保険提供に関して言えば、規則(特にArticle 11-14の規定)に規定された日付から効力を有します。

2． EU理事会規則のArticle 12及び14に規定されている「猶予期間」が終了したことによ
る効果はどういうものでしょうか？

規則では本年1月23日以前に締結された契約の実施のための二つの「猶予期間」を規定しています。

(ⅰ)石油化学製品については本年5月1日まで
(ⅱ)原油及び石油製品については本年7月1日まで

猶予期間はそれぞれ本年4月30日23:59と6月30日23:59で終了し、規則267/2012のArticle 12.1(b)及び14.1(b)の対象となる契約を除き、もはや適用されません。Article 12.1(b)及び14.1(b)は、原油、石油、石油化学製品の提供、もしくはその提供から発生する収益がEU加盟各国の管轄権下にある者への負債の返済に該当する場合には、本年1月23日以前に締結された契約と(当該契約を実施するために必要な)付随契約について実施することを容認しています。

Article 12.1(c)及び14.1(c)では、原油、石油製品、石油化学製品の購入、輸入、輸送に対する禁止の除外を規定しており、該貨が本年1月23日以前にイランから輸出されている場合、本年1月23日以前に締結された契約もしくは付随契約に基づき猶予期間中に行われた輸出の場合、上記Article 12.1(b)及び14.1(b)に基づき実施された輸出の場合、には禁止規定の除外となります。

なお、Article 12.1(b)と(c)及び14.1(b)と(c)で禁止から除外される契約を実行するには以下の通知が必要になります。

通知要求
規則には、当該活動や取引について契約当事者は実行の20日以上前にEU加盟国の関係当局に通知しなければならないという規定が含まれています。どの契約で当該通知が必要になるのか、輸送契約のような付随契約にも適用されるのか、条文では曖昧な部分があります。しかしながら、EUもしくはその他の地域へイラン原油、石油製品、石油化学製品を運送するEUの船主は当該通知要求の適用対象になると考えるのが賢明でしょう。実際問題として、Voyage Orderが遅かったり変更されたりして船主が必要な通知を行えない場合に問題となる可能性があります。そのような場合には、予定している活動もしくは取引についてEU加盟国の関係当局に可能な限りの通知を行うべきです。当該通知要求はEU加盟国に所在しない船主には適用されないと思われます。

また、当該通知要求はP&I保険あるいは再保険の提供に対しては適用されません。

3． 規則の関連禁止規定が船主に与える影響は？

本年5月1日及び7月1日で猶予期間が終了し、上記FAQ2で述べた除外規定が適用される場合でない限り、積地がどこであれイラン産原油、石油製品、石油化学製品について、及びイラン産でなくともイランから輸出された原油、石油製品、石油化学製品について、EU管轄権下の船主はこれらを購入、輸入、輸送することは禁止されています。

非EU管轄権下の船主はイラン原油、石油製品、石油化学製品の輸送を継続できますが、その場合でもEU外への輸送のみであり、その他の関連制裁規則を遵守する必要があります。

禁止対象は特定の貨物に限定されており、基本的にLNG及びLPG(Liquefied Petroleum Gas)は含まれていません。但し、規則のAnnex V(石油化学製品リスト)にはEthylene、Propylene、Butadieneが含まれており、LPG貨物の中にはこれらを含むものがありますので、そのような貨物の積載が予定される場合には製品分析の提示を求め、当該貨物中にAnnex Vに列挙されている禁止貨物が含まれていないことを確認するのが賢明です。

4． 規則における抗弁はありますか？

規則267/2012のArticle 42.2は、「現在の規則に規定されている禁止規則は、関係自然人/法人がその行為が禁止規則に違反することを知らず、かつ疑うに足る十分な理由がなかった場合には、一切の責任を問わない」と規定しています。現在のところ、どのようなものが船主が当該抗弁に依拠できる十分な証拠となり得るのか判断は出ていません。船主は当該貨物が制裁対象にならないことを確認すべく貨物の産出地の特定に相当の注意を払うことをお勧めします。

5． 規則における保険及び再保険の禁止がP&Iカバーに与える影響は？

全IG加盟クラブが、保険契約規定の中に、制裁による保険カバーの終了規定や、てん補除外規定、あるいは不適当な行為によるてん補除外規定を設けています。これらの規定により、制裁措置や禁止規定に反する航海を行った際に生じた責任に関しててん補が制限されたり、保険カバーが消滅したりすることがあります。船主がそのような航海を行った場合、それにより生じる責任についてIGクラブのカバーはありません。疑問がある場合には、クラブの制裁関連規定を明確に理解するためにクラブに相談すべきです。

全てのIGクラブがEU内で設立され、EU内に所在し、EUの管轄下にあるわけではありません。制裁対象となるイラン産貨物もしくはEU内外への輸送のためにイランから輸出された貨物の積載に関し、第三者賠償責任保険及び環境責任保険並びに再保険に関する規則はEU及び非EU管轄下のクラブにどのように適用されるのでしょうか？

(ⅰ)EU内へ輸送する貨物
EU及び非EUのクラブともに、FAQ2で述べたArticle 12.1(b)と(c)及び14.1(b)と(c)に規定されている制裁対象除外に該当しない限り、EU及び非EUの船主にカバーを提供することはできません。

(ⅱ)EU外へ輸送する貨物

(a)EU管轄下のクラブ
非EUの船主が、禁止されるイラン貨物やイランからEU外へ輸出された貨物を購入、輸入、輸送することは規則に違反しないでしょう。しかしながら、そのような購入、輸入、輸送に関して、EU所在もしくは管轄権下の保険者/再保険者が保険及び再保険を提供することは規則により禁止されるため、(例えば輸送を行った船主の場合)当該行為によりクラブの制裁に関するてん補除外規定が発動することになります。従いまして、船主は規則及びそのAnnexに該当する製品を輸送する航海を決定する前にクラブに相談するのが賢明です。

(b)非EU圏のクラブ
EUの管轄下にないIGクラブは、規則に規定される保険提供禁止規定の直接の対象にはなりません。
しかしながら、EU管轄下のクラブからのIGプール協定に基づく回収に影響が生じ、IG再保険契約やその他の再保険にも影響が生じます。これは、EU管轄下のクラブ及びIG再保険契約に関与するEU圏の再保険者が制裁の対象となり、非EU圏のクラブへの支払いが禁止されるからです。非EU管轄下のIGクラブは、保険契約規定に、制裁措置の結果としてプールや再保険者が禁止規則の対象となる場合、てん補を制限する旨の規定を設けています。

6． 燃料油
規則では、船舶の燃料油や潤滑油として使用される石油製品に対する輸送及び保険提供の禁止について明確に規定していませんが、石油及び石油製品の一般的な定義には燃料油や潤滑油も含まれます。現在のところ、英国財務省から得ているアドバイスに基づき、船主は本船に供給される燃料油や潤滑油の産出地を確認しイラン産燃料油や石油が供給されないよう、注意することをお勧めします。

英国当局へさらなる照会を行ったところその回答として、船舶の航行及び船舶機器の稼働のために使用される燃料油及び潤滑油(すなわち、貨物として運送される燃料油や潤滑油でない場合)は、規則の禁止規定に該当しないとの見解が示されました。当該解釈は、イラン産の航空機用燃料油が禁止対象から明確に除外されている(Annex IV)ことと同じ意図によるものであると推測されます。但し、英国の見解は法的拘束力を持つものではなく、他のEU加盟国の当局が異なる見解を示す可能性があることに注意すべきです。

従いまして、船主は燃料油及び潤滑油がイラン産である疑いがあり、その給油を避けられる場合には、その産出地を特定するよう相当の注意を尽くすべきです。

7． 貨物残滓
英国当局に照会し、貨物タンクもしくはSlopにイラン産原油や石油製品の残滓があっても規則違反とはならないことを確認しています。


8． コンテナ貨物(Flexi-bagに入った燃料油等)
上記FAQ4をご参照下さい。(申告された)コンテナ内の貨物が制裁対象ではないことを確認するために荷送人及びエージェントから提示された貨物詳細をチェックされることをお勧めします。イランから積み出されるコンテナ貨物には特に注意すべきです。その中身を確認するためイランから積み出される全てのコンテナを開梱しチェックする積極的な義務はないでしょうが、イランの貨物や関係者と取引をする場合には船主は相当の注意を尽くすことをお勧めします。
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